
2013 年 6 月 15 日 08ベトナム・タイムズ　ダイジェスト　7月号

ダイジェストダイジェスト Vietnam Times Digest

  IBC
 Vietnam

3rd Floor CTSC Building

1 Ba Trieu Street, Hoan Kiem District,Hanoi

I.B.C  Vietnam Co.,Lt
（Ichikawa Business Consultant Vietnam Co.,Lt)

Tel;84-4-3936-6616（Ex,132）　Fax;84-4-3936-6617

携帯番号；84-90-380-5937（海外より）

　　　　　    090-380-5937（ベトナム国内）

〈事業内容〉

Ⅰ．投資促進事業　

Ⅱ．企業進出支援事業　

Ⅲ．その他事業

豊富な経験に基づき、

親切・丁寧なコンサルティングをモットーにしています。

代表取締役；市川　匡四郎

International Credit Information,Ltd.

業務内容：ベトナム法人調査レポート販売
対象国：ヨーロッパ 20ヶ国、アジア&パシフィック 36ヶ国、
　　　　アフリカ 18ヶ国、アメリカ等世界各国
日本では 30年以上の歴史のある国際企業調査レポート会社

ー 1企業：3万円（日本語版 35,000 円）

㈱アイエスシー　E-mail：isc_t@hotmail.com

　　　　　　　　TEL：03-5229-8001

お気軽にお問い合わせください。（サンプルレポート差し上げます）

Design for your Dream
  株式会社 アイエスシー
　　住所    ：東京都文京区関口 1-4-10
　　TEL　：03-5229-8001　　Mail    : isc_t@hotmail.com

「どうしたら良いかな」と思ったら、お気軽にご相談下さい。

International Scientific Consultants.,inc
 URL　：http://www.gogoisc.com/

皆さまの『夢』に寄り添い、実現に向け『共に歩む』ことが我々の使命です。

事業内容

安心の実績と信頼でベトナムビジネスを協力サポート

・企業進出支援
・農業・医療・教育に関するコンサルティング
・視察団の形成・受入サポート
・政府プロジェクト・イベントサポート
・各種企画手配

お気軽にお問合せ下さい。

在ベトナム購読窓口　担当：Thuy(Ms.)　TEL：091-515-3640

ベトナム・タイムズ　

デイリー配信いたします！

ベトナムの今を毎日お届けします

お問合せ：電話：03-5229-8001　
      Mail: vietnamtimes@hotmail.co.jp  代表：朝妻 小津枝

ベトナム情報をデイリーでメール配信いたします（月～金）

現地の新聞から気になる記事をピックアップ

２週間お試しキャンペーン中！

総合

Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
の
農
家
か
ら
直
接
コ
ー
ヒ
ー

買
い
付
け
を
禁
止
に

　

ベ
ト
ナ
ム
で
は
外
国
直
接
投
資

（
Ｆ
Ｄ
Ｉ
）
企
業
に
対
し
、
６
月
７

日
以
降
は
農
家
か
ら
コ
ー
ヒ
ー
を

直
接
買
い
付
け
る
こ
と
が
で
き
な

く
な
り
、
代
わ
り
に
、
国
内
企
業

が
す
べ
て
の
権
利
を
得
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
が

ベ
ト
ナ
ム
の
コ
ー
ヒ
ー
業
界
の
発

展
に
有
益
な
の
か
ど
う
か
、
疑
問

視
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。

　

商
工
省
が
公
布
し
た
「
ベ
ト
ナ

ム
の
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
の
商
品
購
入
活

動
お
よ
び
関
連
活
動
に
つ
い
て
規

定
し
た
第
８
号
通
達
」
に
よ
れ
ば
、

コ
ー
ヒ
ー
は
近
年
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
に

よ
る
買
い
付
け
の
割
合
が
ベ
ト
ナ

ム
全
体
の
コ
ー
ヒ
ー
生
産
量
の
60

〜
70
％
を
占
め
て
い
る
と
し
て
い

る
が
、
今
後
は
「
輸
出
権
を
有
す

る
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
は
、
正
規
の
ベ
ト

ナ
ム
業
者
か
ら
の
み
商
品
を
直
接

購
入
す
る
こ
と
」
が
同
通
達
の
３

条
４
項
で
新
た
に
規
定
さ
れ
た
。

　

レ
ー
ホ
ア
ン
法
律
事
務
所
（
カ

ン
ト
ー
市
）
の
ダ
オ
・
ロ
ッ
ク
・

ビ
ン
弁
護
士
に
よ
れ
ば
、「
ベ
ト
ナ

ム
の
法
律
に
は
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
が
輸

出
の
た
め
の
加
工
用
農
作
物
を
ベ

ト
ナ
ム
農
家
か
ら
直
接
買
い
付
け

る
こ
と
を
禁
じ
る
規
定
は
な
い
。

た
だ
、
農
家
か
ら
直
接
購
入
し
た

商
品
を
加
工
せ
ず
に
輸
出
す
る
こ

と
は
制
限
し
て
い
る
」
と
し
、「
そ

の
た
め
、
同
通
達
の
規
定
は
ベ
ト

ナ
ム
の
法
律
の
規
定
に
反
し
て
い

な
い
」と
評
価
。
し
か
し
、一
方
で
、

「
同
規
定
は
国
内
の
、
特
に
輸
出
業

者
を
守
る
た
め
の
も
の
」と
し
、「
農

家
に
は
一
定
の
影
響
は
出
る
だ
ろ

う
。Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
に
商
品
を
直
接
モ

ノ
が
売
れ
れ
ば
、
国
内
の
中
間
業

者
を
通
じ
て
売
る
よ
り
も
売
値
が

高
く
、
農
家
の
利
益
が
増
え
る
か

ら
だ
」
と
も
み
て
い
る
。

　

ベ
ト
ナ
ム
の
業
者
と
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企

業
の
間
に
は
こ
の
２
〜
３
年
、
農

家
か
ら
農
作
物
を
買
い
付
け
る
権

利
に
つ
い
て
常
に
ト
ラ
ブ
ル
が
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・紙面のＰＲ枠は広告です。当該広告は広告

　主の責任において運営されています。

   また、広告に掲載された情報を利用した場
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滞在許可期間の延長も検討

　

グ
エ
ン
・
テ
ィ
エ
ン
・
ニ
ャ
ン
副
首

相
は
こ
の
ほ
ど
、「
観
光
に
関
す
る
国

家
指
導
委
員
会
」
の
会
合
で
、
７
カ
国

（
日
本
、
韓
国
、
ロ
シ
ア
お
よ
び
北
欧

４
カ
国
）
に
対
す
る
ビ
ザ
免
除
制
度
導

入
後
に
お
け
る
政
治
・
経
済
・
安
全
保

障
面
で
の
影
響
評
価
を
行
う
よ
う
各
関

係
機
関
に
指
示
し
た
。

　

会
合
で
は
、多
く
の
出
席
者
か
ら
「
政

府
は
重
点
市
場
で
あ
る
日
本
、
韓
国
、

ロ
シ
ア
お
よ
び
北
欧
４
カ
国
の
外
国
観

光
客
に
対
す
る
優
遇
ビ
ザ
制
度
（
ビ
ザ

の
免
除
）
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
滞
在

15
日
以
内
と
し
て
い
た
制
限
を
30
日
間

に
延
長
す
る
方
向
で
改
正
す
る
こ
と
が

必
要
」
と
の
意
見
が
出
た
と
い
う
。
こ

れ
を
受
け
、
ニ
ャ
ン
副
首
相
は
外
務
省
、

文
化
ス
ポ
ー
ツ
観
光
省
に
こ
れ
ら
７
カ

国
の
公
民
に
対
す
る
ビ
ザ
免
除
の
影
響

を
総
合
的
に
評
価
し
、
今
後
の
方
向
性

を
提
案
す
る
よ
う
指
示
し
た
と
み
ら
れ

る
。

　

ベ
ト
ナ
ム
観
光
協
会
で
は
今
年
４

月
、
外
務
省
が
こ
の
ビ
ザ
免
除
制
度
の

導
入
に
よ
っ
て
こ
れ
ま
で
に
５
０
０
０

万
ド
ル
の
徴
収
ロ
ス
が
生
じ
た
と
の
見

方
を
示
す
中
で
、
各
７
カ
国
に
対
す
る

ビ
ザ
免
除
制
度
の
継
続
を
要
請
。
同
協

会
の
ブ
ー
・
テ
・
ビ
ン
副
会
長
は
、「
タ

イ
が
55
カ
国
、
マ
レ
ー
シ
ア
は
１
５
５

カ
国
の
国
民
に
ビ
ザ
を
免
除
し
て
い

る
」
と
指
摘
し
て
、「
ビ
ザ
免
除
が
な

け
れ
ば
、
ベ
ト
ナ
ム
は
外
国
人
観
光
客

に
対
す
る
ビ
ザ
の
優
遇
制
度
を
設
け
て

い
る
他
の
国
々
に
対
し
て
不
利
に
な

る
」
と
述
べ
た
と
い
う
。

　

さ
ら
に
、
ビ
ン
副
会
長
は
、「
ベ
ト

ナ
ム
は
周
辺
国
に
比
べ
て
ま
だ
十
分
魅

力
的
な
旅
行
先
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

こ
の
上
、
ビ
ザ
手
続
き
が
複
雑
に
な
れ

ば
、
観
光
客
に
対
す
る
ベ
ト
ナ
ム
の
魅

力
は
低
下
し
て
し
ま
う
。
２
０
１
２
年

は
日
本
、
韓
国
、
ロ
シ
ア
の
観
光
客
か

ら
の
観
光
収
入
が
20
億
ド
ル
、
付
加
価

値
税
収
は
２
億
ド
ル
に
上
っ
て
い
る
」

と
も
説
明
し
た
と
い
う
。（
５
月
26
日

Ｖ
Ｎ
エ
ク
ス
プ
レ
ス
電
子
版
な
ど
）

STAR  TRADE  INTERNATIONAL  CO.,LTD
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生の意見をリアルに聞くことが可能です。
ベトナムの声を貴社の商品に反映させてみませんか？

住所：東京都豊島区南池袋 2-49-7 池袋パークビル 1階　担当：粕谷
tel：03-4570-8658E-mail:info@startrade-intl.com

日本国内でベトナム市場調査！！

まずはご相談下さい！
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一部＠200 円（送料込）
長期契約（6回）＠1,000 円（送料込）

発行責任者：粕谷　健夫（STAR TRADE INTERNATIONAL 株式会社）

発行元：STAR TRADE INTERNATIONAL 株式会社
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日
本
な
ど
に
対
す
る
ビ
ザ
免
除
の
影
響
を
評
価
へ

あ
っ
た
。
コ
ー
ヒ
ー
業
界
の
専
門

家
は
、「
そ
う
し
た
ト
ラ
ブ
ル
が
、

こ
う
し
た
決
定
を
出
し
て
国
内
企

業
を
守
ろ
う
と
し
た
理
由
に
な
っ

た
ど
う
か
は
不
明
」
と
し
な
が
ら

も
、「
も
し
そ
う
で
あ
る
な
ら
、
こ

の
決
定
は
政
策
策
定
者
の
『
近
視

眼
的
な
見
方
』
を
露
呈
し
た
も
の
」

と
し
て
厳
し
く
批
判
し
て
い
る
と

い
う
。

　

つ
ま
り
、
ベ
ト
ナ
ム
企
業
が
大

き
な
困
難
に
直
面
し
た
の
は
、Ｆ
Ｄ

Ｉ
企
業
と
争
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

か
っ
た
か
ら
で
は
な
く
、
自
分
た

ち
の
経
営
的
な
問
題
に
よ
る
も
の

だ
と
指
摘
し
、「
国
内
企
業
に
は
長

期
的
な
事
業
計
画
が
な
い
し
、
価

格
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
も
判
断
で
き

な
い
。
勝
者
は
優
秀
な
危
機
管
理

ス
キ
ル
を
持
っ
て
い
る
者
で
あ
り
、

価
格
が
戦
い
の
決
定
的
な
要
因
で

は
な
い
」
と
み
て
い
る
よ
う
だ
。

ま
た
、
専
門
家
ら
は
、「
ベ
ト
ナ
ム

の
コ
ー
ヒ
ー
事
業
会
社
は
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
に
つ
い
て
誤
解
し
て

い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
」
と

も
指
摘
。「
ベ
ト
ナ
ム
の
コ
ー
ヒ
ー

は
価
格
の
安
い
も
の
が
中
心
で
、

国
内
業
者
は
市
場
（
い
ち
ば
）
で

衣
類
を
売
る
よ
う
に
『
売
れ
る
だ

け
売
る
』
式
で
や
っ
て
い
る
。
強

い
ブ
ラ
ン
ド
も
な
い
し
、
国
際
的

な
ブ
ラ
ン
ド
力
も
な
い
。
つ
ま
り
、

そ
れ
ゆ
え
も
し
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
に
農

家
か
ら
の
直
接
買
い
付
け
を
認
め

な
け
れ
ば
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
は
当
面
、

ベ
ト
ナ
ム
か
ら
離
れ
、
別
の
国
に

移
っ
て
し
ま
う
か
も
し
れ
な
い
」

と
危
惧
し
て
い
る
と
い
う
。
ま
た
、

ベ
ト
ナ
ム
の
コ
ー
ヒ
ー
は
ロ
ブ
ス

タ
種
が
中
心
だ
。「
そ
の
た
め
、
ベ

ト
ナ
ム
は
あ
ら
ゆ
る
方
面
か
ら
買

い
手
を
受
け
入
れ
る
必
要
が
あ
る
。

そ
う
で
な
け
れ
ば
、
売
り
切
る
こ

と
は
で
き
な
い
。
新
し
い
通
達
が

予
定
通
り
に
発
効
す
れ
ば
販
売
量

は
50
％
減
少
す
る
だ
ろ
う
と
専
門

家
は
予
測
し
て
い
る
」
と
の
意
見

も
あ
る
と
い
う
。（
キ
ン
テ
ー
サ
イ

ゴ
ン
電
子
版
な
ど
）

　

ベ
ト
ナ
ム
で
完
成
車
（
Ｃ
Ｂ

Ｕ
）
輸
入
が
増
加
し
て
い
る
。

２
月
に
は
、
輸
入
台
数
１
０
０

０
台
、
金
額
ベ
ー
ス
で
３
６
０

０
万
ド
ル
だ
っ
た
の
に
対
し
、

３
月
に
は
３
０
０
０
台
（
４
８

０
０
万
ド
ル
）
に
急
増
。
４
月

も
、
統
計
総
局
の
最
新
デ
ー
タ

に
よ
れ
ば
、
数
量
こ
そ
前
月
と

同
程
度
だ
が
、
金
額
ベ
ー
ス
で

は
２
０
０
万
ド
ル
程
度
の
増
加

と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
５

月
は
４
０
０
０
台
（
６
０
０
０

万
ド
ル
）
に
達
す
る
見
通
し
だ

と
い
う
。
こ
れ
に
よ
り
、
１
〜

５
月
の
完
成
車
輸
入
は
計
１
万

４
０
０
０
台
で
前
年
同
期
比

13
％
増
、
金
額
で
は
２
億
４
７

０
０
万
ド
ル
で
同
3.5
％
増
に
達

す
る
見
込
み
だ
。

　

こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
か
ら
、
ベ

ト
ナ
ム
の
各
自
動
車
輸
入
業
者

は
「
輸
入
自
動
車
市
場
は
好
転

し
て
い
る
」
と
語
り
、「
直
近

の
３
カ
月
間
は
そ
の
前
の
３
カ

月
間
と
比
べ
る
と
完
全
に
回
復

し
た
。『
見
る
だ
け
』『
値
段
を

チ
ェ
ッ
ク
す
る
だ
け
』
の
客
は

少
な
く
な
っ
た
」と
し
て
い
る
。

一
部
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
も
、

こ
う
し
た
状
況
を
「
市
場
の
回

復
は
経
済
の
安
定
の
兆
し
」
と

指
摘
し
、
自
動
車
に
対
す
る
税

や
手
数
料
な
ど
の
減
免
の
効
果

に
も
注
目
し
て
い
る
と
い
う
。

　

自
動
車
市
場
は
か
な
り
明
る

き
兆
し
が
見
え
て
お
り
、
今
年

こ
れ
ま
で
に
発
売
さ
れ
た
新
型

車
（
約
10
機
種
）
に
お
け
る
輸

入
車
と
国
内
組
立
車
の
割
合
は

５
分
５
分
に
な
っ
て
い
る
よ
う

だ
。
今
年
は
ベ
ト
ナ
ム
で
、
少

な
く
と
も
３
つ
の
ブ
ラ
ン
ド
で

新
車
が
発
売
予
定
と
な
っ
て
い

る（
Ｂ
Ｍ
Ｗ
の「
ミ
ニ
」と「
ロ
ー

ル
ス
ロ
イ
ス
」
お
よ
び
ト
ヨ
タ

の
「
レ
ク
サ
ス
」）。
ベ
ト
ナ
ム

自
動
車
工
業
会
（
Ｖ
Ａ
Ｍ
Ａ
）

で
は
、
２
０
１
３
年
の
新
車
販

売
台
数
を
10
万
〜
10
万
３
０
０

０
台
と
予
想
し
て
い
る
。（
５

月
27
日
Ｖ
Ｎ
エ
コ
ノ
ミ
ー
電
子

版
な
ど
）

自
動
車
輸
入
が
増
加

コーヒー業界の発展に有益か疑問視

謹敬　薫風の候、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　さて、4月 20・21 日にベトナム社会主義共和国の首都ハノイ市のザンボー国際展示場
で開催いたしました「越日春の大文化交流会」は、所期の目標を越える 9万 5000 人の
来場者で無事幕を閉じることが出来ました。　日越外交関係樹立 40 周年事業として取り組み
ましたところ多くの皆様のご協力を賜り大きな節目の事業として展開することが出来ました。
国民の平均年齢が、28 歳という可能性に満ちて躍動する国の若者はエネルギーに満ちています。
7年前に指導した「よさこい」が 10 チームに、剣道、合気道、茶道という日本発の文化が
そのベトナムの若者によって、紹介されるなどまさに「国境を越えた文化交流」
を目の当たりにすることが出来ました。

　また、日本からは、居合道、杖道の紹介、日光江戸村の「忍者ショ―」、「花は咲くの歌唱」、
紙芝居、読み聞かせ、折り紙の紹介等ボランティアシップに基づいて会場で紹介することが
出来ました。関係各位からご提供いただいた「2020 東京オリンピック・パラリンピック
招致コーナー」、東日本震災復興支援感謝のコーナーでは、招致ポスターの掲示、福島県、
宮城県、岩手県，JR グループからの観光ポスター等の掲示をいたし義捐金への感謝の意を表し
ました。さらに、この事業に協賛して頂きました皆様から頂戴しました「和服」「人形」
「鯉のぼり」「七夕の飾り」についても会場装飾としても活用させていただきました。

　私どもは、「文化は途を創る」をテーマにメコン地域（ベトナム、タイ、カンボジア、ラオス、
ミャンマー）との多様な交流を推進しております。これを機にご指導ご支援賜りますよう
お願い申し上げますと共に多くのご厚情に対しまして心より感謝申し上げます。
略儀ながら書中をもちましてお礼とさせていただきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 25 年 5月吉日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本メコン交流推進機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表　　藤　澤　　敏

越日春の大文化交流会のご報告と御礼
    「文化は、途を創る」

1. 開催場所　町田市立博物館　
　　　　　　東京都町田市本町田 3562　℡042-726-1531　
　　　　　　交通：小田急線・ＪＲ横浜線町田駅下車、
　　　　　　町田バスターミナル 7番乗場「藤の台団地行」バスにて
　　　　　　「市立博物館前」下車、徒歩 7分）
2. 主催　町田市立博物館
3. 後援　べトナム社会主義共和国大使館　公益社団法人ベトナム協会　
4. 協力　在日ベトナム学生青年協会
5. 開催期間　2013 年 7月 20 日（土）～ 2013 年 10 月 14 日（日）
　【第 1部】「高貴なる目覚め」　7月 20 日（土）～ 9月 1日（日）
　【第 2部】「海の時代」　9月 7日（土）～ 10 月 14 日（日）
6. 開館時間　午前９時～午後 4時 30 分
7. 休館日　毎週月曜日（祝日の場合は開館し、翌火曜日を休館とする）と
　　　　　展示換え期間（9月 2日から 9月 6日）
8. 入館料：高校生以上 100 円　障がい者半額
9. 趣旨：ヴェトナム陶磁は、茶道文化などを通じて日本人とゆかりの深い焼きものです。
　　　　本展は開館 40 周年と日越外交 40 周年を祝して、ヴェトナムの 2000 年にわたる長く
　　　　豊かな陶磁文化の歴史を紹介する展覧会です。
　　　　舛田誠二氏は茶道に使われたヴェトナム陶磁に触発されて以来、ヴェトナムの陶磁を
　　　　賞玩し、収集されてきました。そのコレクションはヴェトナム陶磁史の曙から
　　　　大発展期、そして近代までも網羅しています。
　　　　この貴重なコレクション約 400 点によって、紀元前後から 18 世紀ごろまでの
　　　　各時代の特色豊かな陶磁器の魅力を紹介します。
　　　　一衣帯水の国ヴェトナムの長く豊かな陶磁文化を体感し、
　　　　彼の国の風土と歴史、文化に対する理解を深めることができるでしょう。

スポーツ祭東京 2013 文化プログラム事業

『日越外交樹立 40周年・開館 40周年記念　
―舛田コレクション―ヴェトナム陶磁の二千年』展

公益社団法人ベトナム協会　日越国交樹立 40周年記念事業

〈日越親善〉産業・文化・教育交流セミナー
主催：公益社団法人ベトナム協会　共催：駐日ベトナム社会主義共和国大使館
後援：外務省・JETRO（申請中）・JICA（申請準備中）・日本アセアンセンター    
　　　公益財団法人ユースリーダー協会・川崎商工会議所・在日ベトナム人協会
協力：学校法人メイ・ウシヤマ学園・在日ベトナム学生青年協会

参加費無料 ベトナムにご興味をお持ちの方であれば、どなたでも参加できます。

 

会場 

 

プログラム　　（予告せずスケジュール内容が変更することがあります。）
第一部（14：00）式典　ご挨拶
　　　　　　　　表彰式（日越友好親善に貢献をした日本人・ベトナム人）
第二部（15：00）講演会
　　　　　　　　□ベトナム　ベトナム日本ビジネスクラブ　会長　ドー・ヴァン・ユン氏
　　　　　　　　□日本　「2013 ～ 2025 未来予測　世界はどう変わるか。そしてベトナムは？」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中　栄氏（アクアビット代表取締役）

第三部（17：00）日越文化交流会
　　　　　　　　ベトナムの民謡 &踊り（VYSA 文化部）
　　　　　　　　日本の唱歌 &民謡　　（田中　美音氏）
第四部（17：30）名刺交換交流会

参加お申込は下記メール又は電話でお申込下さい。
公益社団法人　ベトナム協会　事務局長　小川　弘行
　　　　　　E-mail： ogawa1305@yahoo.co.jp
　　　　　　TEL： 03-3403-3449

講師　ドー・ヴァン・ユン氏
ベトナム日本ビジネスクラブ　
（VJBC）会長

VJBC は、ベトナム平和友好連合
傘下のベトナム日本友好協会
の直轄団体。

 

平成 25年 7月 10 日（水）
受付：午後 1時 30 分より　開始：午後 2時 00 分
会場：ハリウッドプラザ大ホール
東京都港区六本木 6-4-1 ハリウッドビューティー専門学校内
地下鉄日比谷線六本木徒歩 1分・大江戸線六本木徒歩 3分

 

講師　田中　栄氏　1966 生　早大政経学部卒
1990 年　㈱ CSK 入社
1993 年　マイクロソフト㈱　Word、
　　　　Office のマーケティング戦略を担当
2003 年　アクアビット㈱設立
　　　主な著書
　　　　未来予測レポート 2013-2025
　　　　〈自動車編〉　〈エネルギー編〉
　　　　〈食料・農業編〉　〈医療・健康編〉
　　　　〈エレクトロニクス産業編〉など
　　　　　（日系 BPコンサルティング）

会員の皆様には
文章でご案内します。

同封の返信ハガキで
お申込下さい。

世界自然遺産にも登録されているハロン湾。多くの観光客が訪れる
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  IBC
   Vietnam

3rd Floor CTSC Building,1 Ba Trieu Street, Hoan Kiem District,Hanoi

                 I.B.C  Vietnam Co.,Lt
（Ichikawa Business Consultant Vietnam Co.,Lt)

Tel;84-4-3936-6616(Ex,132)　　Fax;84-4-3936-6617

携帯番号；84-90-380-5937（海外より）
　　　　　    090-380-5937（ベトナム国内）

〈事業内容〉
Ⅰ．投資促進事業　
Ⅱ．企業進出支援事業　
Ⅲ．その他事業

豊富な経験に基づき、
親切・丁寧なコンサルティングをモットーにしています。

代表取締役；市川　匡四郎

　

近
年
、
東
南
ア
ジ
ア
へ
の
関
心
が
高
ま
る
中
、

今
年
は
日
本
と
ベ
ト
ナ
ム
の
国
交
正
常
化
40
周
年

に
あ
た
る
。
2
0
0
2
年
〜
2
0
0
8
年
ま
で
ベ

ト
ナ
ム
で
大
使
を
務
め
（
歴
代
最
長
）、
今
日
の
日

越
関
係
を
築
き
上
げ
ら
れ
た
服
部
則
夫
元
駐
ベ
ト

ナ
ム
特
命
全
権
大
使
に
、
当
時
の
状
況
や
今
後
の

付
き
合
い
方
つ
い
て
お
話
を
伺
い
ま
し
た
。

―
―
―

　

こ
れ
か
ら
ベ
ト
ナ
ム
は
ど
の
よ
う
に
進

ん
で
い
く
と
お
考
え
で
し
ょ
う
か
。

　

ま
ず
政
治
面
で
す
が
、
国
民
そ
し
て
ベ
ト
ナ
ム

政
府
自
身
も
、
今
の
政
治
体
制
で
良
い
と
は
考
え

て
い
な
い
と
思
い
ま
す
。
現
代
の
情
報
化
社
会
に

お
い
て
国
民
は
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
知
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
昔
は
国
民
に
情
報
を
あ
る
程
度
コ
ン

ト
ロ
ー
ル
す
る
こ
と
が
出
来
ま
し
た
が
、
今
は
そ

う
い
う
時
代
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
国
民
の
大
方
の

支
持
を
得
ら
れ
な
い
政
権
・
政
治
体
制
は
続
か
な

い
と
い
う
こ
と
は
、
世
界
の
例
を
見
れ
ば
明
ら
か

で
す
。
も
ち
ろ
ん
ベ
ト
ナ
ム
政
府
も
こ
う
し
た
事

を
よ
く
理
解
し
て
い
ま
す
。

　

だ
か
ら
と
い
っ
て
、
す
ぐ
民
主
化
に
な
る
、
つ

ま
り
多
党
制
の
体
制
に
移
行
す
る
と
い
う
の
は
、

ま
だ
ま
だ
社
会
が
貧
し
い
で
す
し
、
と
て
も
難
し

い
と
思
い
ま
す
。
こ
れ
は
中
国
も
同
じ
だ
と
思
い

ま
す
。

　

し
か
し
、
ど
れ
だ
け
の
時
間
が
掛
か
る
か
は
分

か
り
ま
せ
ん
が
、
国
民
の
多
様
化
し
つ
つ
あ
る
価

値
観
を
吸
収
で
き
る
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
に
、
徐
々

に
進
ん
で
い
る
こ
と
は
間
違
い
あ
り
ま
せ
ん
。

―
―
―

　

党
大
会
で
変
化
が
見
ら
れ
た
よ
う
で
す

が
？

　

昨
年
、
五
年
に
一
度
行
わ
れ
る
党
大
会
が
あ
り

ま
し
た
。
そ
こ
で
人
事
や
政
策
が
決
め
ら
れ
る
の

で
す
が
、
そ
の
あ
と
に
行
わ
れ
る
国
会
で
大
き
な

変
化
が
あ
り
ま
し
た
。
国
家
主
席
や
首
相
を
は
じ

め
と
し
た
中
央
の
委
員
長
、
閣
僚
及
び
裁
判
長
等

と
地
方
の
委
員
会
の
長
や
委
員
に
対
す
る
評
価
制

を
取
り
入
れ
た
の
で
す
。
国
会
議
員
は
5
0
0
人

い
る
の
で
す
が
、
任
期
二
年
目
か
ら
毎
年
信
任
投

票
を
行
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、
国
会
、
人
民
評
議
会
は
高
信
任
・
信
任
・

低
信
任
の
3
つ
の
レ
ベ
ル
で
投
票
し
、
過
半
数
が

「
低
信
任
」
と
評
価
し
た
場
合
、
そ
の
役
職
者
は
辞

任
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
も
し
く
は
、
議
員
の

三
分
の
二
以
上
が
「
低
信
任
」
と
評
価
し
た
、
ま

た
は
二
年
連
続
で
過
半
数
が
「
低
信
任
」
評
価
し

た
場
合
、
国
会
常
務
委
員
会
な
ど
は
国
会
、
人
民

評
議
会
に
「
信
任
」
ま
た
は
「
不
信
任
」
の
2
つ

の
評
価
で
の
投
票
を
行
な
う
こ
と
を
求
め
、
過
半

数
が
「
不
信
任
」
票
を
投
じ
た
場
合
は
そ
の
役
職

者
を
推
薦
し
た
者
・
機
関
が
、
そ
の
役
職
者
の
罷

オフィス・ハットリ
代表　服部　則夫

【経歴】
昭和 20 年福井市生まれ。同 43 年東京大学法学部卒、外務省入省。
平成 13 年外務報道官、同 14 年駐ベトナム大使、
同 20 年駐 OECD（経済協力開発機構・パリ）日本政府代表部大使を歴任。
現在ベトナム、インドネシアなどアジアとの経済・文化面等での交流推進
を行うオフィス・ハットリの代表を務める。ベトナム国家最高位の友誼勲
章受賞。ベトナム政府直轄都市ハイフォン市特別顧問。

日本とベトナムを繋いだ者たち《下》

日越国交正常化 40周年特別企画

近年東南アジアへの関心が高まる中、今年は日本とベトナムの国交正常化 40
周年にあたる。2002年～ 2008年までベトナムで大使を務められ（歴代最長）、
今日の日越関係を築き上げられた服部則夫元駐ベトナム特命全権大使に当時
の状況や今後の付き合い方ついてお話を伺いました。

免
や
解
任
の
決
定
を
国
会
、
人
民
評
議
会
に

求
め
ま
す
。
そ
う
し
た
民
意
を
取
り
入
れ
よ

う
と
す
る
新
し
い
制
度
が
で
き
ま
し
た
。

　

次
の
党
大
会
で
は
ま
た
よ
り
新
し
い
制
度

を
取
り
入
れ
て
い
く
と
思
い
ま
す
。
時
間
を

掛
け
な
が
ら
で
す
が
、
政
治
制
度
、
社
会
制

度
は
民
主
化
の
方
向
に
向
か
っ
て
い
る
の
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

―
―
―

経
済
状
況
に
関
し
て
は
い
か
が
で

し
ょ
う
か
？

　

経
済
に
つ
い
て
で
す
が
、
成
長
率
も
落
ち

て
き
て
い
ま
す
し
、
ベ
ト
ナ
ム
は
今
、「
踊

り
場
」
に
あ
る
と
思
い
ま
す
。
今
後
は
国
営

企
業
を
ど
の
よ
う
に
し
て
民
営
化
し
て
い
く

か
と
い
う
こ
と
が
課
題
に
な
る
と
思
い
ま

す
。
既
得
権
益
と
結
び
つ
い
て
い
る
問
題
な

の
で
、
そ
う
簡
単
に
は
い
か
な
い
で
す
が
。

そ
の
他
に
、
銀
行
の
問
題
も
あ
り
ま
す
。
現

在
ベ
ト
ナ
ム
で
は
銀
行
が
乱
立
し
て
い
ま

す
。
そ
し
て
多
く
の
銀
行
が
膨
大
な
不
良
債

権
を
抱
え
て
い
る
の
で
す
。
急
激
に
成
長
し

て
き
た
歪
（
ひ
ず
）
み
が
で
て
き
て
い
る
の

で
、
そ
う
し
た
も
の
を
し
っ
か
り
と
整
理
し

て
い
く
こ
と
が
大
事
だ
と
思
い
ま
す
。

―
―
―

　

ベ
ト
ナ
ム
経
済
の
見
通
し
は
？

　

中
・
長
期
的
に
み
れ
ば
ベ
ト
ナ
ム
と
い
う

国
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
大
き
い
と
思
い
ま

す
。
現
在
人
口
は
約
8
、
7
8
4
万
人
。
今

後
10
年
も
経
た
な
い
う
ち
に
人
口
1
億
人
を

超
え
ま
す
。

　

１
億
人
の
人
口
と
い
う
の
はASEAN

で

第
二
位
の
人
口
規
模
で
す
し
、
エ
コ
ノ
ミ
ー

と
し
て
一
つ
の
目
安
に
な
り
ま
す
。
ま
た
石

油
や
ボ
ー
キ
サ
イ
ト
、
チ
タ
ン
、
レ
ア
メ
タ

ル
な
ど
と
い
っ
た
天
然
資
源
も
あ
る
程
度
あ

り
ま
す
。
た
だ
、
ベ
ト
ナ
ム
と
い
う
国
は
そ

う
し
た
天
然
資
源
だ
け
で
成
り
立
つ
国
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
私
が
考
え
る
ベ
ト
ナ
ム
の
強

み
と
い
う
の
は
や
は
り
人
的
資
源
だ
と
思
い

ま
す
。
ベ
ト
ナ
ム
人
は
賢
い
で
す
し
良
く
働

き
ま
す
。
あ
と
は
そ
う
し
た
人
的
資
源
を
ど

の
よ
う
に
活
用
し
て
い
く
か
が
重
要
に
な
っ

て
く
る
と
思
い
ま
す
。
今
後
も
7
、
8
％
の

経
済
成
長
が
続
く
と
い
う
の
は
難
し
い
と
思

い
ま
す
が
、
国
民
一
人
あ
た
り
のG

D
P

は

1
、
3
0
0
米
ド
ル
を
超
え
て
い
ま
す
。
私

が
大
使
と
し
て
赴
任
し
て
い
た
10
年
前
頃
は

約
5
0
0
ド
ル
前
後
で
し
た
。
さ
ら
に
都
市

部
で
見
る
と
、
ホ
ー
チ
ミ
ン
は
既
に
3
、

0
0
0
米
ド
ル
を
越
え
て
い
ま
す
し
、
ハ
ノ

イ
で
も
2
、
5
0
0
米
ド
ル
を
越
え
て
い
ま

す
。
長
期
的
に
み
れ
ば
必
ず
伸
び
る
国
だ
と

思
い
ま
す
。

―
―
―

　

今
後
の
ベ
ト
ナ
ム
と
の
付
き
合
い

方
は
？

　

ベ
ト
ナ
ム
を
東
南
ア
ジ
ア
の
一
つ
の
国
と

し
て
だ
け
考
え
る
の
で
は
な
く
、
イ
ン
ド
シ

ナ
半
島
全
体
を
一
つ
の
単
位
と
し
て
考
え
る

べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。
ミ
ャ
ン
マ
ー
も
自
由

化
の
方
向
に
向
か
っ
て
き
ま
し
た
し
、
タ
イ

や
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ
ス
に
繋
が
る
高
速
道

路
の
建
設
も
進
ん
で
い
ま
す
。
イ
ン
ド
シ
ナ

半
島
を
全
体
と
し
て
み
た
と
き
、
ベ
ト
ナ
ム

は
南
北
に
長
く
イ
ン
ド
シ
ナ
半
島
の
玄
関

口
、
成
長
セ
ン
タ
ー
に
な
る
こ
と
は
間
違
い

あ
り
ま
せ
ん
。
タ
イ
は
完
全
に
成
熟
し
て
い

る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
既
に
近
隣
諸

国
と
比
べ
る
と
レ
ベ
ル
が
違
い
ま
す
の
で
、

リ
ー
ダ
ー
的
立
場
で
牽
引
し
て
い
く
で
し
ょ

う
。

　

つ
ま
り
、
ベ
ト
ナ
ム
と
だ
け
仕
事
を
す
る

の
で
は
な
く
、
ベ
ト
ナ
ム
を
入
り
口
に
し
て

カ
ン
ボ
ジ
ア
や
ラ
オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
ほ

う
へ
ビ
ジ
ネ
ス
の
手
を
伸
ば
し
て
い
く
。
そ

う
い
う
や
り
方
が
良
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。
い
き
な
り
イ
ン
ド
シ
ナ
で
経
験
の
な

い
企
業
が
カ
ン
ボ
ジ
ア
や
ラ
オ
ス
、
ミ
ャ
ン

マ
ー
に
進
出
し
て
ビ
ジ
ネ
ス
を
始
め
よ
う
と

し
て
も
、
イ
ン
フ
ラ
な
ど
の
問
題
が
あ
り
、

思
う
よ
う
に
い
か
な
い
可
能
性
が
高
い
。
も

ち
ろ
ん
、
い
き
な
り
行
っ
て
上
手
く
い
く
企

業
も
あ
り
ま
す
が
、
ま
ず
ベ
ト
ナ
ム
で
経
験

を
積
み
、
実
績
を
作
っ
て
か
ら
、
他
の
近
隣

の
国
々
に
進
出
す
る
戦
略
の
方
が
良
い
と
思

い
ま
す
。

　

2
0
1
5
年
に
はASEAN

加
盟
国
の
域

内
関
税
が
ゼ
ロ
の
自
由
貿
易
に
な
る
予
定
で

す
。ASEAN

加
盟
国
の
ど
こ
の
国
に
工
場
を

作
っ
て
も
、
例
外
は
あ
り
ま
す
が
基
本
的
に

関
税
無
し
ま
た
は
、
低
い
関
税
で
の
貿
易
が

可
能
に
な
り
ま
す
。
た
だ
、
最
も
大
事
な
の

は
進
出
先
の
国
と
日
本
と
の
関
係
だ
と
思
い

ま
す
。
カ
ン
ト
リ
ー
リ
ス
ク
な
ど
を
考
え
る

と
や
は
り
親
日
の
国
の
ほ
う
が
良
い
。
そ
の

点
を
み
て
も
対
日
感
情
が
と
て
も
良
い
ベ
ト

ナ
ム
は
地
理
的
に
も
日
本
と
近
い
で
す
し
、

ベ
ト
ナ
ム
を
拠
点
に
し
な
が
らASEAN

、
イ

ン
ド
シ
ナ
半
島
で
ビ
ジ
ネ
ス
を
開
拓
し
て
い

く
と
い
う
戦
略
が
良
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。《
完
》

オ
フ
ィ
ス
・
ハ
ッ
ト
リ

代
表　

服
部　

則
夫

電
話　

0
8
0
‐
6
6
8
0
‐
7
5
6
4

m
ail: 　

banzainippon@
hotm

ail.co.jp

『ベトナムを拠点に ASEANのビジネスを開拓。』
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国
会
常
務
委
員
会
は
14
日
、

２
０
１
２
年
お
よ
び
13
年
１
〜

４
月
の
経
済
・
社
会
状
況
と
予

算
収
支
状
況
に
つ
い
て
意
見
交

換
し
た
。

　

ブ
イ
・
ク
ア
ン
・
ビ
ン
計
画

投
資
相
は
、
グ
エ
ン
・
タ
ン
・

ズ
ン
首
相
の
代
わ
り
と
し
て
出

席
し
、（
１
）
13
年
第
１
四
半

期
（
１
〜
３
月
）
の
経
済
成
長

率
が
前
年
同
期
を
上
回
る
４
．

89
％
に
達
し
た
こ
と
（
２
）
イ

ン
フ
レ
は
抑
制
さ
れ
て
お
り
、

物
価
が
安
定
し
て
い
る
こ
と

（
３
）
貸
出
金
利
は
引
き
続
き

下
が
っ
て
お
り
、
企
業
の
救
済

に
つ
な
が
っ
て
い
る
こ
と‐

‐

な
ど
を
説
明
し
た
。
一
方
で
、

経
済
は
依
然
と
し
て
多
く
の
リ

ス
ク
を
含
ん
で
お
り
、「
商
業

銀
行
の
再
編
」「
不
動
産
市
場

と
銀
行
の
不
良
債
権
処
理
が
進

ん
で
い
な
い
」
こ
と
も
指
摘
し

た
。

　

ま
た
、ビ
ン
計
画
投
資
相
は
、

13
年
１
〜
４
月
は
解
散
手
続
き

を
完
了
し
た
企
業
が
約
３
０
０

０
社
、
活
動
を
停
止
し
た
企
業

外
国
人
に
も
一
般
住
宅
の
購
入

　
　
　
　
　
　
　

認
め
ら
れ
る
見
通
し

　

建
設
省
の
グ
エ
ン
・
チ
ャ
ン
・

ナ
ム
副
大
臣
は
こ
の
ほ
ど
、
住

宅
法
、
不
動
産
経
営
法
、
外
国

人
に
住
宅
の
購
入
を
試
験
的
に

認
め
た
第
19
／
２
０
０
８
号
国

会
議
決
に
関
す
る
総
括
会
議

で
、「
今
後
、
外
国
人
に
は
現

在
の
よ
う
な
高
級
マ
ン
シ
ョ
ン

だ
け
で
な
く
、
戸
建
住
宅
や
別

荘
の
購
入
も
法
律
で
認
め
ら
れ

る
よ
う
に
な
る
だ
ろ
う
。
外
資

系
企
業
は
賃
貸
用
不
動
産
を
借

り
る
こ
と
や
、
オ
フ
ィ
ス
を
購

入
・
所
有
す
る
こ
と
も
で
き
る

よ
う
に
な
る
だ
ろ
う
」
と
語
っ

た
。

　

ホ
ー
チ
ミ
ン
市
建
設
局
の
グ

エ
ン
・
バ
ン
・
ザ
イ
ン
局
長
に

よ
れ
ば
、
海
外
定
住
ベ
ト
ナ
ム

人
お
よ
び
外
国
人
、
外
国
組
織

の
住
宅
所
有
条
件
に
関
す
る
現

行
規
定
は
厳
し
く
複
雑
で
、「
そ

の
た
め
、
多
く
の
外
国
人
が
一

般
的
な
住
宅
を
手
に
入
れ
よ
う

と
す
れ
ば
ベ
ト
ナ
ム
人
に
名
義

を
借
り
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

名
義
借
り
に
よ
る
リ
ス
ク
は
大

き
く
、
ト
ラ
ブ
ル
と
な
る
ケ
ー

ス
も
多
く
発
生
し
て
い
る
」
と

い
う
。
ま
た
、
建
設
省
の
不
動

産
市
場
・
住
宅
管
理
局
グ
エ
ン
・

マ
イ
ン
・
ハ
ー
局
長
は
、「
第

19
／
２
０
０
８
号
国
会
議
決
が

施
行
さ
れ
て
以
降
、
こ
れ
ま
で

に
外
国
人
が
ベ
ト
ナ
ム
の
住
宅

を
購
入
し
た
ケ
ー
ス
は
１
２
１

件
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
外
国

人
に
住
宅
の
購
入
を
認
め
る
法

律
規
定
は
ま
だ
浸
透
し
て
い
な

い
」
と
指
摘
。
こ
う
し
た
課
題

を
解
決
す
る
べ
く
、
建
設
省
で

は
最
近
、
住
宅
法
と
不
動
産
経

営
法
の
改
正
案
の
編
さ
ん
グ

ル
ー
プ
を
設
立
し
た
と
説
明
し

た
。

　

注
目
す
べ
き
は
、
外
国
人
に

住
宅
購
入
を
認
め
る
規
定
が
法

律
的
に
大
き
く
緩
和
さ
れ
る
点

だ
と
い
う
。
具
体
的
に
は
、
外

国
人
は
高
級
マ
ン
シ
ョ
ン
だ
け

で
な
く
戸
建
や
別
荘
も
購
入
で

き
る
よ
う
に
な
り
、
さ
ら
に
外

資
企
業
に
は
賃
貸
用
の
不
動
産

を
借
り
た
り
、
オ
フ
ィ
ス
を
購

入
・
所
有
す
る
こ
と
が
認
め
ら

れ
る
よ
う
に
な
る
と
い
う
。
ナ

ム
副
大
臣
は
、
現
在
は
草
案
を

ま
と
め
て
広
く
意
見
を
収
集
し
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国
会
常
務
委
員
会

　

経
済
・
社
会
状
況
に
つ
い
て
意
見
交
換

Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
か
ら
各
関
係
機
関
に

　
　
　
　

税
制
面
な
ど
で
の
支
援
要
請

　

商
工
省
が
14
日
に
ハ
ノ
イ
で

開
催
し
た
「
ベ
ト
ナ
ム
で
活
動

す
る
外
国
直
接
投
資（
Ｆ
Ｄ
Ｉ
）

企
業
の
生
産
お
よ
び
輸
出
の
拡

大
」
を
テ
ー
マ
と
す
る
円
卓
会

議
で
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
各
社
か
ら

各
関
係
機
関
に
税
制
面
な
ど
で

の
支
援
を
求
め
る
提
案
が
多
く

上
が
っ
た
と
い
う
。

　

具
体
的
に
は
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業

各
社
か
ら
商
工
省
、
財
務
省
、

税
関
総
局
、
租
税
総
局
な
ど
に

対
し
、
ベ
ト
ナ
ム
で
の
投
資
の

過
程
に
お
い
て
行
政
手
続
き
や

輸
出
入
関
税
な
ど
で
多
く
の
問

題
に
直
面
し
て
い
る
こ
と
が
説

明
さ
れ
、
解
決
策
・
救
済
策
の

必
要
性
が
各
機
関
に
要
請
さ
れ

た
と
い
う
。

　

商
工
省
の
レ
・
ズ
オ
ン
・
ク

ア
ン
副
大
臣
は
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業

の
ベ
ト
ナ
ム
経
済
へ
の
貢
献
を

評
価
し
、「
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
の
輸

出
は
、
ベ
ト
ナ
ム
全
体
の
輸
出

の
伸
び
に
大
き
く
貢
献
し
て
き

た
。
し
か
し
、
多
く
の
Ｆ
Ｄ
Ｉ

企
業
が
輸
出
製
品
を
生
産
す
る

た
め
の
原
材
料
を
輸
入
し
て
お

り
、
付
加
価
値
の
中
身
や
国
産

化
率
は
高
く
な
い
」
と
指
摘
し

た
と
い
う
。

　

商
工
省
の
発
表
に
よ
れ
ば
、

２
０
１
２
年
の
Ｆ
Ｄ
Ｉ
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
認
可
件
数
は
ベ
ト
ナ

ム
全
土
で
１
２
８
７
件
あ
っ

た
。
資
本
金
ベ
ー
ス
で
は
計
86

億
ド
ル
で
、
前
年
比
29
．
８
％

減
と
な
っ
た
が
、
増
資
分
を
合

わ
せ
る
と
同
４
．
７
％
増
の
計

１
６
３
億
ド
ル
に
達
し
て
い

る
。
ま
た
、
２
０
１
２
年
12
月

31
日
の
時
点
で
、Ｆ
Ｄ
Ｉ
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
は
累
計
１
万
４
５
２

２
件
（
総
資
本
金
額
２
１
０
５

億
ド
ル
）
に
達
し
た
。

　

国
別
で
は
、
日
本
の
２
８
６

億
ド
ル
を
筆
頭
に
、
１
０
０
カ

国
・
地
域
か
ら
投
資
を
集
め
て

い
る
。分
野
別
で
は
、特
に（
１
）

製
造
・
加
工
（
２
）
不
動
産
（
３
）

卸
売
・
小
売
を
中
心
に
、
15
分

野
が
投
資
を
集
め
て
い
る
。
地

域
別
で
は
ホ
ー
チ
ミ
ン
が
ト
ッ

プ
の
３
２
２
億
ド
ル
、
次
で
バ

リ
ア
ブ
ン
タ
ウ
、
ハ
ノ
イ
、
ド

ン
ナ
イ
、
ビ
ン
ズ
オ
ン
が
続
い

て
い
る
。

　

Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
の
投
資
拡
大

は
、
輸
出
の
推
進
に
重
要
な
役

割
を
果
た
し
て
お
り
、
ベ
ト
ナ

ム
の
輸
出
総
額
に
お
い
て
大
き

な
割
合
を
占
め
て
い
る
。
２
０

１
２
年
の
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
の
輸
出

額
は
６
４
０
億
５
０
０
０
万
ド

ル
（
原
油
を
除
く
）
に
達
し
、

13
年
も
第
１
四
半
期
（
１
〜
３

月
）
は
前
年
同
期
比
24
．
１
％

増
の
１
９
１
億
ド
ル
と
な
り
、

ベ
ト
ナ
ム
の
輸
出
総
額
の
57
．

９
％
を
占
め
た
と
い
う
。た
だ
、

４
月
は
前
月
比
８
％
減
の
58
億

ド
ル
に
と
ど
ま
っ
た
よ
う
だ
。

な
お
、今
回
の
会
議
に
際
し
て
、

生
産
や
輸
出
に
多
大
な
貢
献
が

あ
っ
た
Ｆ
Ｄ
Ｉ
企
業
７
社
に
商

工
省
か
ら
表
彰
状
が
贈
ら
れ

た
。（
５
月
14
日
ベ
ト
ナ
ム
プ

ラ
ス
電
子
版
な
ど
）

て
い
る
段
階
で
、
国
会
で
の
成

立
は
２
０
１
４
年
末
に
な
る
だ

ろ
う
」
と
し
、
同
政
策
の
導
入

時
期
を
２
０
１
５
年
か
ら
と
み

て
い
る
よ
う
だ
。

　

ベ
ト
ナ
ム
で
は
、
２
０
０
５

年
に
住
宅
法
が
施
行
さ
れ
て
以

降
、
ベ
ト
ナ
ム
全
土
に
お
け
る

住
宅
の
総
床
面
積
は
約
16
億
平

方
メ
ー
ト
ル
（
１
軒
当
た
り
平

均
19
平
方
メ
ー
ト
ル
）
に
増
え

た
と
い
う
。
新
規
の
住
宅
開
発

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
３
７
０
０
件

を
超
え
、
市
街
化
区
域
は
９
万

１
０
０
０
ヘ
ク
タ
ー
ル
に
上
っ

た
。
ま
た
、
住
宅
補
助
政
策
に

つ
い
て
は
、
革
命
功
労
者
約
１

万
１
０
０
０
人
と
地
方
の
貧
困

家
庭
51
万
９
０
０
０
世
帯
超
に

支
給
さ
れ
て
い
る
。会
議
で
は
、

低
所
得
者
の
需
要
に
応
え
る
た

め
に
20
〜
45
平
方
メ
ー
ト
ル
の

民
間
ア
パ
ー
ト
の
建
設
を
認
め

る
よ
う
政
府
に
提
案
す
る
意
見

が
多
く
あ
が
っ
た
と
い
う
。

（
ベ
ト
ナ
ム
ネ
ッ
ト
な
ど
）

は
１
万
６
６
０
０
社
に
上
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、「
こ
う
し
た

問
題
が
解
決
で
き
な
い
限
り
、

国
会
が
設
定
し
た
13
年
の
Ｇ
Ｄ

Ｐ
伸
び
率
５
．
５
％
の
目
標
達

成
は
厳
し
い
」
と
述
べ
た
と
い

う
。

　

国
会
の
経
済
委
員
会
の
グ
エ

ン
・
バ
ン
・
ザ
ウ
委
員
長
も
、「
こ

れ
ま
で
実
施
さ
れ
て
き
た
各
政

策
や
成
果
を
検
証
し
た
と
こ
ろ

で
は
、
経
済
が
好
転
し
て
い
る

と
は
言
え
な
い
」
と
語
り
、「
景

気
後
退
の
兆
候
が
鮮
明
化
し
て

い
る
。
経
済
成
長
は
今
後
、
極

め
て
厳
し
く
な
る
だ
ろ
う
」
と

の
懸
念
を
示
し
た
上
で
、特
に
、

１
〜
３
月
の
鉱
工
業
生
産
指
数

が
前
年
同
期
を
下
回
り
、
経
済

の
生
産
力
や
資
本
吸
収
力
に
大

き
く
影
響
し
た
こ
と
を
指
摘
し

た
と
い
う
。

　

ま
た
、
グ
エ
ン
・
テ
ィ
・
ゾ

ア
ン
・
国
家
副
主
席
は
、
預
金

残
高
の
伸
び
が
５
．
04
％
だ
っ

た
の
に
対
し
て
信
用
残
高
が

１
．44
％
だ
っ
た
こ
と
を
懸
念
。

「
国
会
は
通
貨
政
策
を
明
確
に

す
る
必
要
が
あ
る
と
」
述
べ
た

と
い
う
。
国
会
の
財
政
・
予
算

委
員
会
の
フ
ン
・
ク
オ
ッ
ク
・

ヒ
エ
ン
委
員
長
は
、「
商
業
銀

行
は
預
金
金
利
を
６
．
５
％
ま

で
引
き
下
げ
た
が
、
企
業
の
資

金
吸
収
力
は
依
然
と
し
て
弱

い
」
と
話
し
た
と
い
う
。

　

計
画
投
資
省
の
デ
ー
タ
に
よ

れ
ば
、
２
０
１
２
年
の
社
会
投

資
額
は
予
測
を
約
５
ポ
イ
ン
ト

下
回
る
「
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
28
．
５
％

相
当
」
に
と
ど
ま
り
、
こ
れ
が

経
済
成
長
率
を
目
標
値
６
〜

６
．
５
％
に
対
し
て
５
．
03
％

に
と
ど
ま
ら
せ
た
要
因
に
な
っ

た
と
い
う
。
同
省
の
カ
オ
・
ベ

ト
・
シ
ン
副
大
臣
は
、「
世
界

に
お
け
る
経
済
成
長
率
の
ト
ッ

プ
は
中
国
だ
が
、
こ
れ
は
社
会

投
資
額
が
常
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
40
％

以
上
を
維
持
し
て
い
る
か
ら

だ
」
と
し
、「
ベ
ト
ナ
ム
経
済

の
過
去
の
高
度
成
長
も
、
社
会

投
資
額
が
多
か
っ
た
た
め
だ
」

と
説
明
。「
２
０
０
７
年
の
社

会
投
資
額
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
46
．

５
％
に
達
し
て
お
り
、Ｇ
Ｄ
Ｐ

伸
び
率
は
８
％
を
超
え
た
。
し

か
し
、
11
年
に
は
社
会
投
資
額

は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
34
．
６
％
、
12
年

に
は
28
．５
％
ま
で
低
下
し
た
」

と
話
し
た
。

　

た
だ
、
政
府
は
13
年
、
社
会

投
資
額
を
昨
年
の
20
兆
ド
ン
よ

り
少
な
い
17
兆
５
０
０
０
億
ド

ン
に
抑
え
る
こ
と
を
決
定
し
て

い
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
、
シ
ン

副
大
臣
は
、「
政
府
は
民
間
セ

ク
タ
ー
か
ら
の
資
金
を
呼
び
掛

け
た
い
方
針
だ
」
と
し
な
が
ら

も
、
構
造
的
な
問
題
や
法
律
上

の
不
備
も
あ
る
こ
と
も
認
め
、

「
例
え
ば
、
南
北
高
速
道
路
建

設
に
は
民
間
の
参
加
を
呼
び
掛

け
た
の
に
、
国
道
１
号
線
改
良

工
事
に
は
国
の
開
発
資
金
を

使
っ
た
。こ
の
よ
う
な
こ
と
は
、

経
済
効
率
の
面
で
、
高
速
道
路

建
設
へ
の
投
資
家
の
参
入
を
妨

げ
て
し
ま
う
」
と
話
し
た
と
い

う
。

　

経
済
委
員
会
の
マ
イ
・
ス
ア

ン
・
フ
ン
副
委
員
長
も
、
社
会

投
資
額
の
減
少
は
経
済
成
長
に

マ
イ
ナ
ス
影
響
を
及
ぼ
し
、
投

資
資
金
の
無
駄
に
も
つ
な
が
る

と
述
べ
た
ほ
か
、
別
の
委
員
か

ら
は
生
産
・
経
営
拡
大
の
た
め

の
借
入
を
企
業
や
個
人
に
奮
起

さ
せ
る
べ
き
だ
と
の
提
案
が
示

さ
れ
た
と
い
う
。（
５
月
14
日

グ
イ
ラ
オ
ド
ン
電
子
版
な
ど
）


